営業保証金取戻しの手続き
	・ 変更登録（法第６条４第１項）
・ 登録抹消（法第２０条第３項）
・ 旅行業協会入会（法第２２条の１５第１項）
	
	 取引額の変動により営業保証金の額が
 規定額を超えたとき（法第９条第３項）



	1 官報に公告を掲載（法第９条第８項）
（公告掲載の手続きは㈱横浜日経社へ）
· 官報掲載事項に誤りがあった場合は、再公

布又は訂正公告が必要となりますので、予め　原稿を県へ確認依頼後、ご掲載下さい。
 ②県観光課へ送付

・官報の写し（営業保証金規則第９条第５項）
　・営業保証金取戻し公告について（第12号様式）

・弁済業務保証金分担金納付書の写し
（旅行業協会入会による取戻しの場合）
	
	 証明書交付申請書（第五号書式）を
 県観光課に提出
	

	
	



	 ６ヶ月経過後、県観光課へ
 　　・証明書交付願い（第13号様式）
 　　・官報の写し   　　　
 　　・供託書の写し 　　　　　　　　を提出



	                             証明書の発行（提出より約１週間後）



	 　　　　　　　　　　　　　　法務局で営業保証金の取戻し
 　　　　　　（債権の弁済を受ける権利を有する者の申出がなかった場合）


	 神奈川県文化スポーツ観光局観光課
 〒231-8588 横浜市中区日本大通1
 電話 (045)210-5765


	 横浜地方法務局供託課
 〒231-0003 横浜市中区北仲通5-57横浜第二合同庁舎５Ｆ
 電話 (045)641-7461


	 官報掲載   ㈱横浜日経社
            〒231-0012 横浜市中区相生町4-75
            電話 (045)681-2661


